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最近の道路を取り巻く状況

平成１４年５月１６日

福 島 県



道路整備をめぐる論点

行政改革大綱

平成１４年度予算
（Ｈ１３年度の１割減を原則）

特殊法人等改革
（日本道路公団の民営化
を念頭）

２，２４７億円オーバーフロー 国費投入３，０００億円カット

・道路整備のために創設された
道路特定財源の一般財源化

・今後の投資可能額は半減
　（公団試算20.6兆円→11.1兆円）

・新たな税負担等が生じるとさら
に投資可能額が減少

・高速道路整備予算は１３年度の
3/4に減少（1.2兆円→0.9兆円）

経済財政の中期展望（H14.1.25）
（平成１５年度以降の投資的経費を前年度比△３％で削減）

・新しい長期計画　
　→社会資本整備審議会道路分科会基本政策部会（７月中間報告予定）

・税制見直し（特定財源の取扱い）　
　→税制調査会、経済財政諮問会議での中間とりまとめ

・高速道路　第三者機関　
　→設置法の審議、第三者機関設立、組織等の方針
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道路特定財源について
●道路特定財源は受益者負担に基づく制度

●道路整備のため、大幅な暫定税率を設定

●２，２４７億円のオーバーフロー

　　　　　　自動車利用者
　　　　　（受益者・損傷者）

道路ネットワーク形成等
負担 による走行時間の短縮・

安全性の向上の効果

　　道路特定財源諸税 道路整備事業
金額充当

　　受益と負担の関係

道路整備充当分 本則税率
揮発油税
昭和24年創設 全額 24.3円/ﾘｯﾄﾙ 48.6円/ﾘｯﾄﾙ 28,365 億円
昭和29年より特定財源

自動車重量税 収入額の国分
昭和46年創設 (3/4)の8割
石油ガス税
昭和41年創設

35,257 億円
軽油引取税
昭和31年創設

自動車取得税 自家用車は
昭和43年創設 取得価格の5%
地方道路譲与税 地方道路税の
昭和30年創設 収入額の全額
自動車重量譲与税 自動車重量税の
昭和46年創設 収入額の1/4
石油ガス譲与税 石油ガス税の
昭和41年創設 収入額の1/2

23,290 億円
58,547 億円

地
方
譲
与
税

国

地
　
方

税　　　　目

計

収入額の1/2

全額

全額

2,500円/0.5t

15.0円/ﾘｯﾄﾙ

取得価格の3%

4.4円/ﾘｯﾄﾙ

6,300円/0.5t

17.5円/Kg

32.1円/ﾘｯﾄﾙ

5.2円/ﾘｯﾄﾙ

自動車重量税を参照

石油ガス税を参照

暫定税率

6,752

140

12,472

4,857

2,990

2,829

142

合　　　　計

税収(平成13年度)

億円

億円

億円

計

億円

億円

億円

億円

・平成１４年度予算において、約２，２５０
億円のオーバーフローが発生

・この額は、自動車重量税の暫定税率嵩
上分の約半分に相当
（租税特別措置法により本則税率の約
２．５倍の税率が設定されている）

・平成１５年以降の予算において、オーバー
フローが生じない対応が必要

億円 6,752億円
7,000

6,000
暫定 税率

5,000 6,300 円/0.5t年

4,000

3,000 2,679億円

2,000
本則 税率

1,000 2,500 円/0.5t年

0

嵩上分約4,000億円

国の自動車重量税収入
（平成１３年度予算）
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道路公団民営化について

●日本道路公団の投資（償還）可能額の比較

事　　　　　項 高速道路整備への影響

効率的事業執行 民間的手法導入による効率化

収益性の確保 費用対効果分析により不採算路線の事業見送り

公租公課の対象

（固定資産税、法人税）

株式の売却 配当負担により、新規投資可能額の減少

（本州四国公団との統合）本四公団債務補填のため、新規投資可能額の減少

注）イタリアの民間会社（アウトステラーデ）は、高速道路建設がほぼ終了した時点で民営化されたもの。

　　固定資産税免除の特例措置がとられている。

税負担により、新規投資可能額の減少

全体計画 11,520 1,893

基本計画決定済み 10,607 1,792

整備計画決定済み 9,342 (81%) 1,427 (75%)

うち 供用済み 6,959 (60%) 1,048 (55%)

うち 事業中 2,105 321

うち 未施行命令 278 58

区      分 全 国 (Km) 東北地方(Km)

有料国費投入額 償還年数　50年 備             考
                     (54%) 現行整備計画9,342Kmの残事業費
投資可能額　　11.1兆円 (H14年度以降)：20.6兆円
                   (100%) 平成13年度末供用延長：　  6,959Km
　　　〃　　　　　20.6兆円                      (未供用2,383Km)

     0億円／年

3,000億円／年

交通需要の増加あり、将来金利：５．０％、建設投資：１．２１兆円／年の場合

（凡 　例）

　供用済区間

　事業中区間

　未施行命令区間
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